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―C•V·P分析への一考察―
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今日企業の経営管理のために，原価・操業度・利益関係 (C.V. P Relati— 
onship)を中心として利益計画を立てることが重要視されている。その様な
利益計画のための分析用具として，古くから損益分岐点分析手法が用いられ
る。一般に，損益分岐点分析はいくつかの前提条件のもとで，操業度変動が
原価，利益にどの様な影響を与えるかを分析し，利益計画のために有用なも
のと認められている。しかし又，それは利益計画のために必ずしも万能なも
のでなく，多くの限界が見られる。したがって，損益分岐点分析の短所を克
服し．その長所を生す方向に向って多くの研究がすすめられている。
その一つの方向について，留学中教えをうけたスクソフォード大学のジェ
デイケ教授によれば『損益分岐分析の多くの論述は，（1）如何に損益分岐点公
式を改善するか，（2）如何に損益分岐分析が経営管理に有用であるかを取扱う。
原価計算方式とL•Pの関係(1) （末政） 53 (S3) 
損益分岐分析が計画並びに報告 (reporting) の両者に有用であり，且又それ
が改善されるべきであり，又改善出来るといった少くともこの主要な二点に
(1) 
ついて，一般の同意が得られる。』 と述べ，ついで，そのような損益分岐分
析のよりよき改善のための努力が多く見られるが，その改善のための一方向
はリニアー・プロダラミング (LinearProgramming)との関係で考察するこ
とであると指摘している。同教授は，この問題を「リニアー・プログラミン
グ手法による損益分岐分析の改善」というテーマで取り上げ，一般に，重要
かつ可能性ある L•Pによる損益分岐点分析の改善が殆んど無視されている
けれども， 教授自身の見解では， むしろL・Pは損益分岐分析の拡張
(2) 
(extension) と見倣すことが出来るであろうと述べている。 L•Pが損益分
岐点分析の拡張であるかどうかは理論的興味ある問題であるが，慎重な考察
の上で決めなければならないと思う。しかし，少くとも，損益分岐点分析の
短所を補う方向としてL・Pとの関係を吟味することは重要な意味があるも
のと思われる。
従来，原価計算並びに管理会計の方面より L•P との関係を積極的に論じ
(3) 
たものは比較的少なかった様に思う。しかし，ここ数年間のアメリカの会計
学者による若干の文献を見ると，原価計算，管理会計の著書，論文に会計の
(1) Robert K. Jaedicke,、ImprovingB-E Analysis by Linear Programming 
Technique" N. A. A. Bulletin, Vol. XLII, No. 3 (March, 1961), p. 5. 
(2) Robert L. Jaedicke, op. cit., p. 5. 
(3) 我国では，昭和29年から30年にかけて， リニアー・プログラミング論者と損益
分岐点論者並びに管理会計論者の間で論争が行なわれたが，原価計算並びに管理会
計の方面より L•Pを論じたものは少なかった。原価計算との関係でL·Pを積極
的に論ぜられたのは溝口教授のつぎの論文であると思う。
溝ロー雄稿：：：リニアー・プログラミングと原価計算：：： P•RS 巻10号（昭和29年
10月）
溝ロー雄稿汀ニアー・プログラミング再論：：： P・R6巻 1号（昭和30年1月）
尚上記の論争は次の文献に要訳整理されている。
山桝忠恕編分献研究現代の会計学国元書房昭和41年7月 第1章経営分
析論坂口康稿 642-648頁。
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(4) 
立場よりする L・Pへのアプローチが見られる。我国においても，昭和42年
2月15日に出された通産省産業構造審議会管理部会答申の「コスト・マネジ
メント・~原価引下の新理念とその方法一ー」において，コストに圏述する
分析と計算の技法としてO•Rが論ぜられ，その一技法として L•Pの活用
が述ぺられている。この様に，コスト・マネジメントとの関係において L.
P問題が今日取り上げられる様になってきている。その他最近の若干の抒杏
(5) 
にも，損益分岐点分析との関係でL•Pが取り上げられている。したがって，
(4)① Charles T. Homgren, Cost Accounting: A Managerial Emphasis (Engle-
wood Cliffs, N. J.,; Prentice-Hall Inc., 1962). 
R Carl L. Moore and Robert K. Jaedicke, Managerial Accounting (Cincin 
nati: South-Western Publishing Co., 1963). 
③ Robert Beyer, Profitability Accounting for Planning and Control (New 
York: Ronald Press Co., 1963). 
④ Wilber C. Haseman, Management Use of Accounting (Boston: Allyn and 
Bacon, Inc., 1963). 
⑥ Robert N. Anthony, Management Accounting: Text and Cases (Home-
wood, Illinois: Richard D. Irwin, Inc., 3rd. ed., 1964). 
⑥ Richard Mattessich, Accounting and Analytical Methods (Homewood, 
Illinois: Richard D. Irwin, Inc., 1964). 
R Charles T. Homgren, Accounting for Management Control: An Introdu-
ction (Englewood Cliffs, N. J.,: Prentice-Hall, Inc., 1965). 
⑧ Yuji Ijiri, Management Goals and Accounting for Control (Chicago: 
Rand McNally & Co., 1965). 
⑨ Wayne Keller and William L. Ferrara, Management Accounting for 
Profit Control (New York: McGraw-Hill Book Co., 2nd. ed., 1966). 
⑩ Robert B. Sweeney, "Business Use of Linear Progranuning." NAA Ma-
nagement Accounting, Vol. XLVII, No. 11 (September, 1965). 
⑪ Donald L. Raun, "Product-Mix Analysis by Linear Programming," NAA 
Management Accounting, Vol. XVLII, No. S (January, 1966). 
⑫ Mohamed Onsi, "Linear Programming: An Accounting Information 
Model," NAA Management Accounting, Vol. XLVIII, No. 4 (December, 
1966). 
(5)①戸村晴秋著予算管理のてびき 日本生産性本部昭和39年10月
R小林靖雄著経営計画のたて方 日本経済新聞社昭和41年6月
⑧今坂朔久著新原価の鷹術白桃書房昭和42年 1月
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原価計算並びに管理会計の立場から L・Pが注目されていることになる。
ここで， L・Pを取り上げるにあたり注意しなければならないことは，会
計学的思考即ち会計学の立場よりする L•Pへのアプローチである。したが
って， L•Pの純数学的アプローチや産業工学的アプローチをすることは我
々会計学専攻者の目的ではないと思う。その様な意味において，原価計邸及
ぴ原価計算方式の相述がL・P計罪においてどの様な関係をもって分析され
るかを具体的に見ることがこの論文の主たる目的である。ひいては，利益計
画のためのL•P手法が損益分岐点分析とどの様な関係並びに意味をもつも
のであるかを明らかに出来ればと思う。本来，利益計画のためには，その使
用されている原価計罪方式を考屈することが重要であるが，従来の L•P手
法を見ると，慣習的損益分岐点分析と同様に，生産祉と販売祉が同一のもの
として計節が行われ，そこで使用される原価数値が原価計鍔方式のタイプと
無関係なものとして取扱われている。一般に，通常の L・P手法が短期理論
だと云われるが，その場合，生産祉と販売証が相違し，原価計算方式の相異
により使用される原価数値が相迩することを放極的に認識したL・P計算が
行われるべきものと思われる。したがって，この点に焦点をあて開題を考察
することにしたいと思う。
二損益分岐点分析から L・Pへのつながり
損益分岐点分析の短所を補う方向として L・Pが取り上げられる場合，具
体的に両者がどの様な関係を有するかを調べる必要がある。前述のジェディ
ケ教授の論文はそのテーマによっても明らかな如<,この両者の関係を分析
し，そのつながりを見出そうとするものであるから，ここでは，同教授の論
文を中心にして両者の関係を見てゆきたいと思う。
ジェディケ教授は「この論文の目的ほ損益分岐分析と L・Pとの二つの管
理用具間における関係を確立させ， L•Pが如何に会計担当者の必需品たる
(1) 
道具ー式の価値ある附加物となり得るかを示すことである。」と述べ，その論
(1) Robert K. Jaedicke, "Improving B-E Analysis by Linear Programming 
Technique" N. A. A. Bulletin, Vol. X.LII, No. 3 (March, 1961), p. 5. 
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文の意図を明らかにされている。
同教授によれば，具体的な問題として損益分岐点分析と多品種企業におけ
る製品ミックス (productmi.'C)の関係を取り上げている。この場合の損益分
岐図表の作図では， 若干の製品ミックスないし製品包装グループ (product
package)が仮定されるが，これが損益分岐分析の用具 (tool) としての有用
性をきびしく限界づける問題の一つであると久しく考殿されてきた。しかし
他面，損益分岐点分析は製品組合せ (productcombination)の決定に有用な
ものと見られている。それは簡単かつ有用なアイデァである限界利益概念を
使用して，製品組合せ問題の解決に取組むからである。しかし，製品数が多
くなると，この方法による明確な解決は困難である。この様な状態をL.P. 
によって最善に取扱うことが出来，又損益分岐分析と L•Pの関係を最もよ
(2) 
＜例示出来ると，ジェデイケ教授は述ぺている。
ついで，教授はつぎの様な具体的な数字を中心にして，製品組合せ問題を
展開説明している。
A製品 B製品
販売価格 $ 10. 00 ＄ 8,00 
変 動 費 5.00 6.00 
総固定費 $ 200,000.00 
この場合， 損益分岐点を算出するには， まずA,B二つの製品の販売比率
を知ることが必要である。例えば，二種類の異った製品ミックスのもとでは
損益分岐点はつぎの様に算出される。なお図表分析はジェディケ教授の図表
1に示されている。
(l)A製品 2対B製品 1の製品ミックスの場合
損益分岐点売上
200,000 
=~=466, 666 
1-― 28 
(2)B製品 2対A製品 1の製品ミックスの場合
損益分岐点売上
200,000 
＝ 17 =577, 777 
1-— 
26 
(2) Robert K. Jaedicke, op. cit., p. 5. 
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ジュデイケ教授の図表 1
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利益図表
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（単位1,000)
この損益分岐分析の結果，限界利益を極大化する A製品及びB製品の組合
せを選択することにより純利益を大きくすることが出来る，といった非常に
重要な情報を管理者に知らせる。しかし，これは現有製造能力がA製品ない
しB製品のいずれかを生産するために使用され，しかも両製品に対する市場
が制限されていないと仮定される場合であり，これらの仮定は非現実的であ
る。この問題ほL•Pが如何に損益分岐分析に関係し，しかも損益分岐分析
の強力な拡張 (extension)をもたらすかを示す例示として役立つであろう，
(3) 
とジェディケ教授は述べている。
この問題の解決は各製品の販売及び生産に使用される生産の希小要素
(scarce factor of production)との関連で， 各製品の単位当り限界利益を組
(3) Robert K. Jaedicke, op. cit., pp. 6-7. 
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合せることが必要である。それは次の如く仮定されている。
A製品 B製品
単位当り限界利益 $ 5 $ 2 
単位当り必要生産時間数 4 
単位時間当り限界利益 ＄ 1. 25 S 2. 00 
使用可能生産時間総数400,000の制約条件のとき， A製品を製造しないで，
B製品のみを選択するであろうし，そのときの損益分岐点売上は＄800,000と
なる。かりに， A製品のみが販売されるならば損益分岐点売上は＄400,000
である。 B製品が高い損益分岐点にも拘らず，望ましいことは矛盾している
様に見えるが，それは生産の制約条件が与えられているためである。即ち，
生産時間が希小要素となっているため， A製品のみ選択の場合 100,000ケの
生産及び販売が可能であるが， B製品のみ選択の場合 400,000ケ生産及び販
売が可能である。したがって， A製品の場合＄1,000,000の販売で，純利益は
$300,000となるが， B製品の場合＄3,200,000の販売で，純利益は＄600,000と
なる。それ故B製品の選択が望ましいと云うことになるのである。結局，こ
れは希小要素単位当りの限界利益が製品組合せ問題のアプローチにあたり，
(4) 
使用可能な満された指標となる，とジェデイケ教授は述ぺている。この間の
関係は教授の図表 2で明らかにされている。
更に，制約条件が上の如く一つではなく，多くの制約条件が存在し，更に
数種類以上の製品組合せの場合には，上の様な損益分岐分析より展開された
方法では分析が困難である。
この様な実情では，伝統的損益分岐分析は不適当であるが， L•Pがその
解 (solution) を見出すべく使用出来ると，教授はL•Pへのつながりを引出
している。しかし注意すぺき点ほ，そこにおいても「損益分岐分析の概念は
依然として変らないで残されており，大きな相異はなく， L•Pが多くの異
った製品及び制約条件（希小要素）を掛酌し，これを系統的分析以上に行う
ことである。しかしながら，会計担当者及び意思決定者 (decision makers) 
が興味をもつ意思決定問題の多くは損益分岐概念及びL•P の両者を使用す
(4) Robert K. Jaedicke, op. cit., pp.. 8-9. 
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(5) 
ることによって解くことが出来る。」 とジェデイケ教授が述べていることで
ある。
以上の様に，ジェディケ教授が損益分岐点分析と L•Pのつながりを平易
な数字例により取り上げ，担益分岐図表より一歩一歩L・Pへと展開しなが
ら両者の関係を明確にされている点に，俊れた論述であると認めねばならな
しヽ と思う。
ついで，ジェデイケ教授はL•P の具体的な説明に入り，上記の例を L.
Pのために次の如く定式化されている。
極大化：限界利益＝5A+2B
制約条件： 4A+lB:::;;400, 000 
この様な定式化は二つの重要な特質をもっている。第一に，問題は目的函
数 (objectivefunction) を極大化することである。この目的函数は将来の期
間に対する限界利益を表し，更に，固定喪を差引くことによって利益函数
(profit function) に転換出来る。第二の特徴は極大化されるべき目的函数は
制約条件に従うことである。したがって，上の定式化により， A製品及びB
製品のための利用可能総生産時間数400,000に等しいか，又はそれ以下でな
ければならないと云う制約条件の範囲内で SA+2Bの目的函数を極大化する
(6) 
ことになる。
さて，具体的なL•Pによる解法はまず図表によって行なわれている。ジ
ェデイケ教授の図表 3を見ると次の如くである。最初に，目的函数は 4A+l
BS::400,000の不等式によって制限されるので， 4A+1B=400の等式が直線
で画ガヽれる。他方限界利益を極大化するために，種々のA製品と B製品の組
合せによ『る等利益線が試みに画かれる。それが図表上の(1), (2), (4)の破線で
ある。これらの破線は 5A+2Bの等利益線を右上に動かすことによって画か
れた。かくて， 4A+1B=400の等式による(3)線と， 5A+2B=B00による(4)線
との交点で最高可能な限界利益が与えられる。この位置はB製品 400,000ヶ
とA製品 0ヶとの交点であり，限界利益ほ＄800,000である。それ以上の組合
(5) Robert K. Jaedicke, op. cit., p. 9. 
(6) Robert K. Jaedicke, op. cit., pp. 9ー10.
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ジェデイケ教授の図表3
〗［口 B製品（単位1,000)
~-函
ジェデイケ教授の図表4
A製品（単位1,000)
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闘退）`
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せは生産条件により不可能である。
l) 5A+2B=200 
(3) 5A+2B=725 
(2)4A+lB=400 
(4) B=300 
B製品（単位1,000). 
500 
更に一つの制約条件を追加すると， 5A+2B極大化の条件は違ってくる。
ジェデイケ教授によれば，その例は次の如くである。
極大化：限界利益＝SA+2B
制約条件： 4A+1B~400, 000 
B~300,000 
これほB製品が 300,000ヶ以上になってはいけないと云う条件が追加され
たことになる。このケースは，ジェデイケ教授の図表 4によって明らかな如
<， B製品 300,000ヶ及びA製品 25,000ヶの組合せで， 限界利益の合計が
$725,000となるのが最高可能な解である。この様に二製品の場合には制約
条件数が多くなっても，図表によってL•Pを解くことが満足される。しか
し三種類以上の製品組合せになると，図表による解法は必ずしも有用でなく，
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その解法として代数学的方法 (algebraicmethod)が必要となる， と教授は
(7) 
述べている。
多品種製品及び多数の制約条件のもとで， L・Pの定式化はジェデイケ教
授によれば次の如くになる。
極大化：限界利益＝Cl名＋C2名＋………＋CAX霧
制約条件： A11ふ＋4ふ＋……＋A1ぷぷB1
A21名＋A22ふ＋……＋A2ぷぷB2
A..；ふ＋A..ふ＋……十A..;x.~B. 
このような多数製品及び多数の制約条件のときはシンプレクス法として知
られる数学的解法によって解かれる。この手法は又電子計算機のためにプロ
グラムされたものであり，計箕機解法 (computersolution)が可能であると
(8) 
述べられている。しかし，ジェデイケ教授はシンプレクス法の具体的な例示
及び説明をしていない。
最後に，ジェディケ教授はこの論文の要約並びに結論としてつぎの如く述
ぺられている。
損益分岐分析及び損益分岐概念が或る種の意思決定問題に有用であると認
められてきた。即ち，製品組合せ問題のみでなく，他の要素組合せ (fllctor
combination) の問題にも利用出来るが， いずれの問題でも， 根本的要素
(prime ingredients)は各製品の各単位当り限界利益と希小要素即ち生産及び
販売の制約条件である。会計担当者は損益分岐分析において重要な貢献をな
した。この分析手法は僅かな製品及び制約条件のときは使用出来たが，多数
の製品及び制約条件のときは困難である。この場合，会計担当者にとって，
有用かつ制限づけられたクイプの会計分析の拡張 (extension) 及び改善
(improvement) としてL•Pを期待し初めるぺき時期である。 L·P問題の
すぺての必要な要素は数学的解法の技法を除いて会計担当者に十分知られて
おり，簡単な問題は図表による方法により容易に理解出来る。難しい問題は
シンプレクス法及び計算機を使用することによって解かれるであろう。会計
(7) Robert K. Jaedicke, op. cit., pp. 10—11. 
(8) Robert K. Jaedicke, op. cit., pp. 11ー12.
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担当者は，その道具ー式の中にL•Pを加える以前に，その解法のすぺてを
詳細に理解し，知ることは絶対的なものでない。すぺての点を考殿すると，
L•Pほ会計担当者の既に保有している道具ー式の中の多くの用具に密接な
(9) 
関係をもっている，とジェデイケ教授は結んでいる。
以上の様に，ジェデイケ教授は損益分岐分析の具体的な展開過程において
L•Pの把握を試み，同じ限界利益概念を使用する分析手法として損益分岐
点分析と L•Pの密接な関係を論じ，かつ会計担当者がその会計分析用具の
中にL•Pを穂極的に加えることを，啓蒙的に説いている点は優れていると
思う。
しかし，ジェデイケ教授の論文を見ると，損益分岐概念と限界利益概念が
同一の様に取扱われている。両者は密接な関係を有するものであるが，そのま
ま同一と認めてよいかは問題であると思う。したがって， L•Pが限界利益
を中心とした分析手法である点から見れば，損益分岐分析と密接な関係を認
めることが出来るが，損益分岐点分析そのものの拡張として， L•Pを損益
分岐概念の枠の中に入れて考えることは慎重を要すると思われる。この問題
は損益分岐点分析と L•Pの本質に関するものであるが，別の機会に種々の
(10) 
角度から検討したいと思う。
三 L・Pの概要と会計担当者の役割
前節のジェデイケ教授の説明により，損益分岐点分析と L•Pの関係がほ
ぼ明らかにされたが， L•Pそのものの概要を理解する必要がある。勿論，
それは会計担当者としてL•Pを利用する立場から， L •·P の概要を理解し，
把握しようとするものであり，数学的解法そのものを理論的に考察しようと
するものでない。又数学的解説はその任でないので， L•Pの専門者にゆず
ることにしたいと思う。
L•Pは一般にビジネスの種々の意思決定問題に対する有力な数学的アプ
(9) Robert K. Jaedicke, op. cit., p. 12. 
(10) この問題については，我国で昭和29年から30年にかけて行なわれたL•P論者
と損益分岐点論者の論争の成果をとり入れて考えねばならないと思う。
原価計箕方式と L•Pの関係(1) （末政） 63 (63) 
ローチと云われ，製品組合せに関する利益問題よりも，むしろ輸送問題，生
産計画問題，配合問題，人員配四問題，作業計画問題，在庫計画問題の面に
稲極的に利用されている。もともと L·Pは「…•••今日では広く企業経営に
おける選択問題の意思決定にあたり，統計的数学的分析を行い，最適な結論
(1) 
をうるための分析・調査を総称している」と云われる O・Rの一技法として
展開されたものである。
この様なO·Rの一分野としてのL•P及びゲームの理論は主として1950
年代の初めに大きく取り上げられる様になった。この場合， L・Pは最初輸
送問題を解くための手法として考察されたものであった。この間の事情につ
いて，河村教授は次の如く明らかにされている。
「第二次大戦を遂行するという必要から，軍需品の輸送問題を合理的に解決
するために，各方面の科学者と共に数学者が動員され具体的な問題にに当る
ことになった。その結果今日みられるような線型計画法が生れ，それがまた
連立一次不等式の非負解という興味ある話題を生み，抽象的な線型代数を一
(2) 
般に実り豊かなものにしたのである。」
上の様に，最初はダンチッヒ等の数学者によって展開され，完成されたの
がL•P である。その意味で， L·Pは種々の意思決定問題における最適計
画を選択する非統計的な数学的方法であると云われる。我国では， リニアー
・プログラミングとか，線型計画法とか，単にL•P と呼ばれている。
さらにL•Pを数学的に見ると，種々の制約条件のもとで，目的函数を線
型表現した変数を極大化ないし極小化することによって最適解を求める形を
とるのである。それを具体的に解くための話算手続ないし機構については多
くの解説書が見られるが，ここでは会計学者であるホングレン教授の要約さ
れた説明によることにする。というのは，同教授ほL•Pの計算機構を四段
階に要訳整理して，数学的知識のとぼしい会計担当者にもわかり容く解説さ
(1) 通産省産業構造審議会管理部会答申「コスト・マネジメントー一原価引下の新
理念とその方法」第 3章コスト・マネジメントのための分析
(2) 河村良吉、経営数学とその応用分野ヽ税経通信第16巻第12号（昭和36年11月）
I 99頁。
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れているからである。ホングレン教授によれば，
第一ステップは線型目的函数の定式化を行うことである。
第ニステップは基本的関係，特に関連する制約条件を線型等式ないし線型
不等式で表すことである。
第三ステップは実行可能選択 (feasiblealternatives) を決定することであ
る。
第四ステップは最適解を求める計算をすることであり，まず(a)一つの実行
可能な組合せでもって出発し，（b）その場合の利益を求める計算をする。 (c)前
の計算で得られたものが更に改良出来るならば，他の実行可能な組合せに移
(3) 
り，ついで，この場合の最適解を求めると述ぺられている。
上の様な計算機構により L•P計算の解が求められるが，具体的には種々
の方法を利用して最適解が求められている。スウィーニィー教授はその方法
(4) 
として次の三つに分けられている。
1. 図表による方法 (Graphicmethod) 
この方法は二種類の製品の場合によく使用される。それはジェデイケ教授
の例示に使用されたものである。しかし，二つの変数の場合，もしくは三次
元を描くグラフ用紙が使用可能ならば三変数の場合にも可能であるが，それ
以上の変数の場合は困難である。
2．代数学的方法 (Algebraicmethod) 
この方法は僅少の変数に制限されないが，問題を解くために多くの時間を
要し，高等教学の素養がなければならない。これは行列式による解法である。
3. シンプレクス法 (SimplexIJlethod) 
これはシンプレクス・クプローの使用により解を求める方法である。この
クプローを使用することによって，多数の変数は高等数学を直接使用しない
で機械的な加減乗除により問題を解くこどが出来る。又この方法は電子計算
・ (3) Charles T. Horngren, Accounting for Management Countrol: An Introd-
uction (Englewood Cliffs, N. J.,: Prentice-Hall, Inc,, 1965), p. 467. 
(4) Robert B. Sweeney, "Business Use of Linear Programming." NAA, Ma-
nagement Accounting, Vol. XLVII, No. 11 (September, 1965), p. 41. 
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機を使用することが出来る点に，大きな特徴が認められる。
上の各方法のうち，二変数の場合は図表による方法が最も筒単かつ明瞭に
問題を解くことが出来るので一般に使用される。しかし，三変数以上の場合
はシンプレクス法によることが便利である。勿論，二変数の場合においても，
シンプレクス法が用いられる。
以上の様に， L・Pの目的，性質，計郡機構，計群方法について筒単に見
て来たが，この様なL•P手法によって問源を考察する場合には， L·P手
法の抽本的な仮定を知る必要があると思われる。即ち， L•P手法の場合に
も，担益分岐点分析の場合と同様に幾つかの前提条件ないし仮定が設けられ
ている。したがってL•P手法を使用するために必要な仮定を知ることが望
(5) 
ましい。通常， L・P特有の仮定として次のものがあげられている。
(1) 直線性ないし比例性の仮定
これは線型生産函数の仮定，及び製品の収益函数，既用函数等がすべて直
線であると仮定される。それらが正比例の関係をもつ一次性の仮定とも云わ
れている。これが最も重要かつ本質的な仮定である。
(2) 可分性の仮定
生産要素や生産過程の制限内ならば，最小単位部分に分けることが出来る
(5)① 河部氏によれば，①直線性の仮定，R独立性の仮定，⑧等質性の仮定，④有
限性の仮定，⑥可分性の仮定，⑥加算性の仮定の六つをあげられている。 （河部
守弘著「リニアー・プログラミングによる経営計画」産業図書株式会社，昭和31
年8月， 11-16頁。）
R 小林教授によれば，①直線性の仮定，②独立性の仮定，③等質性の仮定，④有
限性の仮定，⑥可分性の仮定，⑥加算性の仮定の六つをあげられている。 （小林
靖雄著「経営計画のたて方」日本経済新聞社 昭和41年6月， 206-207頁。）
③ 奥村氏によれば，（イ）有限性の仮定，（口）線型の仮定， Vヽ）独立性の仮定，（二）生産~
程の加法性の仮定，（ホ）経済安定性の仮定，付基本批の仮定をあげられている。
（奥村誠次郎稿：：：損益分岐点論と線型計画：：： P・R第 5巻第 7号（昭和 29年 7
月） 49頁。）
④ 市橋教授によれば，①線型性，R可分性，⑧加法性，④有限性の四つの仮定を
あげられている。 （市橋英世著「生産の計凪分析」共立出版株式会社，昭和33年・
11月， 101頁。）
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という仮定である。
(3) 加算性（加法性）の仮定
同一種類内の生産要素や生産過程はそれぞれ加邸することが出来るという
仮定である。
(4) 有限性の仮定
生産要素や生産過程は入手又はその利用に限度があるという仮定である。
(5) 独立性の仮定
各生産要素はそれぞれ独立的であって，総ての生産過程の大きさは，個々
の生産過程の大きさによって影轡されないという仮定である。
(6) 等質性の仮定
各生産要素や生産過程の質はどの単位部分も等質であるという仮定である。
(7) 確実性ないし安定性の仮定
総て定められた生産要素及びその関係は確実であり，安定していなければ
ならない。例えば，生産要素の価格は一定期間変化しないという様な仮定で
ある。
したがって，以上の様な諸仮定をみたす様なL•P モデル即ち目的函数及
び制約条件が作られなければならない。もし，そうでなければ，計算機構，
計算方法が数学的理論に合致していても，出て来た結果の計算数値は経営の
意思決定に有用な最適計画のための数値とは云えなくなると思う。
さて，会計担当者は以上の様なL•Pの概要を知り，どの様な立場から，
L•Pをどの様に利用し，又L•P計算において会計担当者がどの様な役割
を果すべきであろうか。この点について，若千の会計学者の見解を見ること
にしたい。それが会計担当者より L•Pヘアプローチする場合に最も重要な
事であると思われるからである。
会計担当者 (theaccountant)及び管理者 (themanager) と L•Pの関係
についてほ，スクソフォード大学のホングレン教授による優れた論述が見ら
れるので，教授の見解を紹介することにしたいと思う。ホングレン教授によ
れば，つぎの如く述べられている。
「L•Pは本質的に(1)問題のモデルを表し，多くの変数を包含する一揃の線
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型方程式を組立て，（2）計数的計邸機 (Digitalcomputer) の助けにより方程
式を解くことである。まず等式の定式化即ちモデルの組立は解の機構よりも，
より多くの難問である。モデル組立の問題は妥当，かつ正しい描写でなけれ
ばならない。コンビューター・プログラマーはその等式を取りあげて解を処
理することが出来る。その場合，会計担当者及びエクゼキューティプは，最
小限として， L•Pによる分析を最も受け入れ容い組織の中において，問題
のこれらの様式を認識出来なければならない。希望的には，管理者及び会計
担当者はモデルの構成即ち目的函数，制約条件，並びにその変数の組立にあ
たり，役立つことが出来なければならない。理想的には，管理者及び会計担
当者はL•Pの数学を理解し，それらの問題を数学的に解くことを試みる 0
(6) 
•R担当者と気楽に話合いが出来るべきである。」 と教授ほ述べ，その著書
でとられたホングレン教授の姿勢は，管理者及び会計担当者がL・Pモデル
の定式化に集中すぺきであり，解の技術的な錯離さに煩らわされ過ぎてはな
(7) 
らないし，解の技術的問題は数学者に委任すぺきである，との立場をとって
いる。
ホングレン教授は又他の著書において，原価会計担当者は不正確な資料が
使用されるかも知れないと云う理由で， L•Pに懐疑的になることをいまし
めている。そして機敏な原価会計担当者のとるぺき態度はつぎの様でなけれ
ばならないとして，教授の恩師であるバッター教授のつぎの説を引用し，
「…•••会計方法は資料蒐集及び分折について独占的ではない。会計は数量的
資料 (quantitativedata)の蒐集及び処理における最も有効で，かつ最も明確
に統合されたアプローチを築きあげ他の手法と結びつけられるぺきである。
(8) 
……」と結んでいる。
上のホングレン教授の所説を見ると， L•Pに対してとるべき会計担当者
の態度が明確に示されている。即ち，会計担当者はL•Pの本質を十分理解
(6) Charles T. Horngren, op. cit., p. 467. 
(7) Charles T. Horngren, op. cit., p. 467. 
(8) Charles T. Horngren, Cost Accounting: A Managerial Emphasis (Engle-
wood Cliffs, N. J.,: Prenticeふlal Inc., 1962), pp. 775-776. 
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し， L•Pのモデル設定に主導的な役割を果すぺきであり，狭い会計的領域
に止まることなく，意思決定のための数址的賓料 (quantitativedata)の菟集
並び処理と云う観点から，関連領域をとりあげなければならないとされてい
る。この点ホングレン教授の所説は注目すべきものであり，麻く評価されな
ければならないと思う。
これは会計担当者の立場から会計分析の拡大のためにL•Pが単に有用で
あるのみではなく， L•Pの面から見ても会計分析的思考が有用である。そ
の相互関係について，モーア及びジェディケ教授は次の如く述べている。
「L・Pモデルにより求められた資料の多くは管理会計にとって基本的であ
り，又変動喪，限界貢献額 (marginalcontribution)及び投賓利益率は希小要
素により L•Pにとって基本的である。製品及び要索組合せの問題は管理会
計及びL•Pに共通する問題である。或る意味では， L•PはC•V•P分
析の会計手法の拡張として見倣すことが出来るし，又それにより大きな力を
(9) 
与える。」 と述べられている。
この様に製品及び要索組合せの問題について見ると， L・Pは担益分岐点
分析を含む管理会計に密接な相互補完関係にあるものとして考えられ，広い
意味での C•V•P分析の一環として考察されねばならない。この意味にお
いて，会計担当者は従来取扱われているいる会計の範囲に閉じこもることな
く，意思決定に関連する計数的資料を活用する他の分野との関係を秘極的に
把握する様に取り組まねばならない。その様な姿勢から L•P問題について
も，そのモデルの構成に努力しなければならない。それは広い意味での会計
学的思考に合致した妥当な目的函数及び制約条件の組立に役立たねばならな
ぃ。又ホングレン教授の指摘された如く，理想的には，会計担当者はO•R
担当者と共通の地盤で話合いが出来ることが望ましい。
四 目的函数及び制約条件と原価計算
C•V•P分析との関係でL•P問題を取りあげる場合，多品種の製品組
(9) Carl L. Moore and Robert K. Jaedicke, Managerial Accounting (Cinci-
nnati: South-Western Publishing Co., 1963), p. 611. 
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合せ問題を中心として説明されてきた。しかし， L•Pは種々の制約条件の
もとで，制約条件及び目的函数における複数の変数を解くことが目的とされ
るので，この主旨を生かせれば，必ずしも多品種の組合せ問題に限定される
ことはない。ー品種製品の場合においても，二つ以上の変数を使用すれば，
L•P計箕を利益計画のために利用することが出来ると思う。例えば生産量
と販売批とを各変数として，制約条件及び目的函数（利益函数）式に組み入
れることによってL•P計芽は可能である。したがって，ここでは多品種組
合せの問題を取りあげないで，一品種企業における利益計画のためにL•P
計算を利用する場合の問題に限定する。一品種企業の場合が生産位と販売泣
の相違するときの各原価計卵方式の特徴を明白にあらわすからである。又そ
の場合のL•P問題を考察することが，会計学的思考よりする L•Pへのア
プローチを明確に出来ると思われる。
会計担当者よりする L•Pに対するアプローチは， L•Pにおける目的函
数及び制約条件を会計学的に意味あるものとすることである。目的函数は利
益計画のためのL•P計算を行うときに，利益函数の意味をもつことは云う
までもないが，利益計画のために極大化さるべき利益函数が会計学的にどの
様な性質のものであるかを吟味することが会計学専攻者の役目であると思う。
利益計画目的のための製品組合せに関連してL・P計算を行う場合には，
前述のジェディケ教授の例示に見られた如く，通常，その利益函数における
変数の性質は販売量又は販売量•生産量に関するものであり，その利益函数
は販売水準の函数になる様に決められている。これは製造数量の変動と無関
係に決められた費用函数が収益函数より差引かれた利益函数であり，各製造
原価計算方式の相異は無視されたものであった。この様な利益函数によって
決定された最適計画としての最大利益は通常の予算計画における予定損益計
算書の仕組みに合致しないと思われる。ただし，直接原価計算方式により利
益計画を立てた場合の予定損益計算書の仕組みとは同じであり，これ又通常
の慣習的損益分岐点分析の構造と一致していることは注目すべきである。
しかし，製造企業において，予定損益計算書の仕組みと一致した利益計画
のための計画利益を決定するためにL•P計算を利用する場合，その利益函
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数の性質，形状を慎重に検討することが必要である。そのために，まず利益
計画目的における利益概念を考察しなければならないと思われる。製造企業
においては，経営活動特に主要な生産及び販売活動について意思決定するこ
とが利益計画の重要な問題である。この様な利益計画における利益概念につ
いて，井出教授は「この場合の利益概念が原価計郡の方法の相迩により，ぃ
かに相述するかを明らかにしようとするとき，売上高から売上原価，販完毀
管理費を差引いた営業利益概念を中心に考察するのでなければならない。な
ぉ，直接原価計算と標準原価計箕とで利益計画目的の利益概念の相異は，製
造原価計算の方法の相異に基づくものだから，収益及び販売既管理費につい
(1) 
てはいかなる相異も生ぜしめない°」 と述ぺられている。その場合の売上原
価は同じ製造原価構成であっても，製造原価計邸方式の相異によって相迩し
てくることは云うまでもない。
製造原価計算方式はいくつかのタイプに分けられるが，具体的な捐益構造
(2) 
にどの様な相異をきたすかを中心にして，つぎの四つに分けることにする。
(1) 操業度差異を期間損益とする標準全部原価計芽
(2) 操業度差異を繰延項目とする標準全部原価計算
(3) 実際全部原価計算
(4) 直接原価計算
さて，上記の各原価計算方式の相異は主として固定製造費の取扱いの相異
によるものと思われるので，特に固定製造費の相異にのみ焦点を絞ることに
したい。その場合，各原価計算方式における固定製造費の取扱いは，
(1)' 操業度差異を期間損益とする標準全部原価計算方式の場合，固定製造
費を正常操業度を基準にして製品の製造原価に配賦し，実際操業度水準が正
常操業度を上下した場合に生ずる操業度差異を期間損益とする。
(2)' 操業度差異を繰延項目とする標準全部原価計算方式の場合，操業度差
異は繰延費用又は繰延収益として次期に繰越されるので，その損益に影轡を
(1) 井出正章稿、損益分岐点図表と損益分岐線図表、税経通信第16巻第12号（昭
和36年1月） 51頁。
(2) 拙稿 ‘‘Break-EvenAnalysis and Fixed Overhead Costin (I)"関西大学商学
論集第11巻第 2号（昭和41年 6月） 4-5頁。
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与えない。
(3)' 実際全部原価計箕方式の場合，固定製造費は製造操業度水準の変動に
かかわらず，全額その期の製造原価に配賦され，それが売却されたときに売
上原価に計上される。
(4)' 直接原価計芽方式の場合，固定製造費を全額その期の期間費用として
処理する。
したがって，上の様な固定製造費の取扱の相異がL•Pにおける利益函数
の定式化にどの様にあらわれるかをつぎに考察しなければならない。即ち．
各原価計箕方式の相異により製造原価函数及び売上原価函数が異り，その相
異により利益函数の相異をもたらす事実を調ぺねばならない。さて上の四つ
の原価計箕方式における利益函数の性質の特徴ほ次の如くである。
(1)" 操業度差異を期間損益とする標準全部原価計算方式の場合，井出教授
によれば，「操業度差異は経営者がある特定の操業度水準に意思決定する生産
水準に依存するから，生産水準の函数として操業度函数を定式化出来る。そ
れ故，標準原価計算の場合営業純利益函数は営業利益函数と操業度差異函数
(3) 
の合成函数だから販売水準と生産水準両方の函数として定式化できる。」 と
述ぺられている。この様に，この場合の利益函数は販売水準と生産水準の両
者の函数として示されるのが特徴である。
(2)" 操業度差異を繰延項目とする標準全部原価計算方式の場合，操業度差
異がその期の損益に関係せしめられないので，営業純利益函数は販売水準の
函数である営業利益函数によって決められる。ーしたがって，この場合の利益
函数は販売水準の函数としてのみ示されるのが特徴である。
(3Y' 実際全部原価計算方式の場合，製造原価函数が生産水準の大きさによ
って相違し；又販売水準の函数として営業利益函数があらわされるので，結
局，この場合の利益函数は販売水準と生産水準の両者の函数として示される
ことになる。しかし， （1）”の場合の利益函数とは異った形状となることは注
意すぺきである、
(4)" 直接原価計算方式の場合，売上高より直接原価を差引いた限界利益の
(3) 井出正章稿、前掲論文ヽ 53頁。
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函数として利益函数が示されるのが特徴であり，云うまでもなく販売水準の
函数としてのみあらわされる。
この様に見ると，（1）”及び (3)"の場合，利益函数は販売水準及び生産水準
の両者の函数として示されるが，（2）”及 (4)” の場合，利益函数は販売水準の
函数としてのみ示される。勿論，各原価計卯方式にいおて，それぞれの期間
＼固定費が上記の各利益函数の一括控除項目として処理されなければならない。
又控除すべき期間固定費の大きさは各原価計邸方式によって異る。この問題
はつぎの具体的ケースの設例で取り上げることにする。
上の様な各原価計算方式の相異による利益函数の相異はどの様にあらわれ
るか，つぎに具体的なケースで示すことにしたい。その場合， L・Pの線型
性の仮定に合致するか，どうかを調べ，もし線型性の仮定に合致させるとす
れば，どの様にすればよいかを合せて考察することがL•P モデル設定のた
めには必要であると思う。
具体的な公式で検討するために，つぎの記号を用いることにする。
附＝単位当り変動製造費 名＝固定製造費
％＝単位当り変動販売・管理費 名＝固定販売・管理既
s ＝単位当り予定売上高
y＝予定実際生産羅
P＝予定利益
x＝予定売上数量
y*＝標準生産数最
(1)'” 操業度差異を期間損益とする標準全部原価計算方式の場合，
“ P=SX-V1X-F―-vr-F1 +F1~-F2 •…..……（公式 1)1ッ＊ッ＊
(2仰操業度差異を繰延項目とする標準全部原価計算方式の場合，
P=SX-V1x-F1→-V2“-F2 ッ
(3)'" 実際原価計算方式の場合，
FI P=S“-V1x--x-V任ーF2
ッ
(4)"' 直接原価計算方式の場合，
P=Sx-V1x-V戸ー名ーF2
・・・・・・・・・・・・（公式 2)
・・・・・・・・・・・・（公式 3)
・・・・・・・・・・・・（公式4)
さらに，公式の相違を明白にするためにつぎの数字を予定することにした
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し‘o
附＝¥@ 3．翌
V2=¥@ 1．印
S=¥@ 10．包
名＝¥200,000 
凡＝¥100,000
上記の各公式は次の様に苔き改められる。
公式 lは，
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X ッ
P= lOx-3. Sx-200, 000万百―1.Sx-200, 000 + 200, 000-fr 
ー 100,000
ガツ= Sx -200, 000~ + 200, 000―-300,000 ………（公式 1)ッ＊ッ＊
公式 2は，
x’ 
P= lOx-3. Sx-200, 000―-1. Sx-100, 000 
y* 
公式 3ほ，
X 
=5ガー 200,000―— 100,000
y* 
200,000 
P=10ズー3.Sx-~x-1. 5“―100,000 y 
公式 4ほ，
200,000 
=5X-~Xー 100,000
y 
P=lOx-3. Sxー1.Sx-200, 000-100, 000 
=Sx-300, 000 
・・・・・・・・・（公式 2り
・・・・・・・・・（公式 3')
・・・・・・・・・（公式 4')
上の各公式は線型性の仮定に合致するかどうかを調べることがL•Pでは
必要である。上記公式4'は線型であるが，公式 1'，公式2'及び公式3'はその
ままでは線型としてあらわすことが出来ない。即ち公式 1'及び 2'ではッ＊の
数値を与えることが必要であり，公式3'を図示すれば明確な曲線としてあら
われるのである。したがって，通常の L・P計算を行うためには線型になる
様に，公式l'及び2'ではッ＊＝100,000と仮定する。この仮定は標準操業度を
100,000とすることであり，現実的にもッ及びXの決定以前にッ＊は予定され
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(4) 
るのが通常であると思う。しかし，公式3'のツを仮定することは， L・P問
題として X及びツの変数を使用し，それを制約条件として組立てる場合には
許されないであろう。それ故，実際全部原価計算方式の場合には，公式3'は
L•P計算に使用することが出来ない。この様に考えると， L•P計邸のた
めにはつぎの様な諸公式が使用出来る。
公式l'はつぎの如く書き改められる。
ッ＊＝100,000のとき
P=Sx-200, 000~+200, 000~ —300,000 
=3x+2y-300,000 ………（公式l")
公式2/iまつぎの如く書き改められる。
ッ＊＝100,000のとき
X' 
P=Sx-200, 000~-100, 000 
100,000 
=3“ー100,000
公式4'はそのまま使用される。即ち，
P=5“―300,000 
．．．．．．．・・（公式2")
••……•（公式4")
尚実際全部原価計算方式の場合の公式3' は，そのままではL•Pで使用出
来ないので，線型式になる様に特別のエ夫が必要である。この問題の詳細な
論議は第七節にゆずることにする。
つぎは制約条件の問題であるが，種々のものが取り上げられる。利益計画
のためにL•Pが使用される場合の制約条件としては，大別して，技術的・
物量的な制約条件と経済的・財務的な制約条件に分けられる。
技術的・物量的な制約条件として，製品の品質に関する条件，原料入手に
関する条件，製造技術上の条件，設備能力制限の条件，，、販売能力の条件，在
庫保管能力の条件等がある。
経済的•財務的な制約条件として，購買市場の条件，販売市場の条件，売
掛代金回収の条件，買掛代金の支払の条件，連転資金残高の条件等がある。
L•P計算のために，シンプレクス法を使用すれば，相当数の制約条件を
(4) 拙稿、前掲論文（1）ヽ 2~23頁参照。
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設けても電子計算機によって解くことが出来るが，手計罪による場合には計
算に手数がかかるので，比較的簡単な制約条件にまとめられることが多い。
ここでは，具体的な計雰を簡易化するためにつぎの制約条件を考えることに
したい。又これはC·V•P分析の一考察とするために，賓金的（財務的）
制約条件は特に設けないことにする。ここでは特に狭義利益計画のためのL
• p計節に限定したいためである。
(A) 売上収益及び販売・管理費，製造原価の有効関連範囲に関する制約条
件。
(A I) 販売収益及び販売・管理費 20,000ケ-→100,000ケ
(A II) 製造原価 30,000ケ←→ 95,000ケ
(B) 経済的及び安定的生産数撒に関する制約条件。
(BI) 生産数且(y) 60,000ケ←→90,000ケ
(C) 期末最高在庫保有量に関する制約条件。
(CI) 期末在庫保有呈 予定販売量(x)の120%
(D) 期末最低在庫保有批に関する制約条件。
(DI) 期末在庫保有拭 予定販売量(“)の60%
(E) 期首在庫量に関する制約条件。
(EI) 期首在庫盤 50,000ケ
(5) 
(E II) 期首在庫最の原価構成は当期の製造原価構成と同じである。
しかし9 (A)の制約条件は(B), (C),(D）及び(E)の制約条件により，更に限定さ
れているので， L•P計算の計算手数を幾分でも簡易化するために，その制
約条件から省くことが出来ると思う。したがって，ここでは，（B), (C),(D), 
(E)の制約条件をL•P計算のために使用することにする。
さらに，上の様な各制約条件をまとめて線型不等式として定式化すればつ
(5) 
ぎの如くなると思う。
(1) 1. 6径匂＋50,000(1. 6か＝予定販売量ゲト期末在庫景0.6x)
(2) 2. 2X6Y + 50, 000 (2. 2x＝予定販売最X十期末在庫盤1.2x) 
(5) 拙稿 ‘‘Break-EvenAnalysis and Fixed Overhead Costing (II)＂関西大学商
学論集第1巻第 3号（昭和41年 8月） 24-30頁参照。
76 (76) 原価計算方式とL・Pの関係(1)（末政）
(3) ッ~60,000
(4) y~90, 000 
そこで，この様な(1), (2), (3), (4)の各制約条件式の考庶のもとで，前述の
利益函数を極大化する計算がL・Pで行われることになる。しかし，利益函
数は各原価計算方式によって異るが，この設例の制約条件は各原価計募方式
のもとで共通的に使用出来ると思う。各原価計算方式のもとでのL•P計算
は次節以下にゆずることにする。
（未完）
—以下次号掲載—
